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１．はじめに 

 平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」が施行されて以来、国及び地方公共団体

においては「長期人口ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定され、各

地域で様々な取り組みが行われている。高知県須崎市（以下「須崎市」という。）においても、

高知大学をはじめ、域内外の多様なステークホルダーと連携し、地方創生に向けた取り組み

を進めている。本稿においては、その一環として平成 29 年度より須崎市・高知大学・株式会

社日本トリム（以下「㈱日本トリム」という。）の連携のもと本格的に開始した「産学官民連

携による『健康』をキーワードとした地方創生事業」で実際に行っている健康分野に関する

取組内容を紹介するとともに、現時点で観察されている影響について報告を行うものである。 

 

２．経緯・実施体制 

 須崎市と高知大学は、平成 27 年 1 月に包括連携協定を締結し、須崎市から高知大学への職

員の研修派遣や、高知大学の教員が市の各種会議への参画・政策への助言等を行っている。

また、須崎市と、電解水素水整水器の製品開発及び販売を行っている㈱日本トリムは、須崎

市で開催しているスポーツイベント等を通じて交流があった 1。平成 28 年に㈱日本トリムよ

り須崎市に対して、自社製品の寄贈及び住民の健康増進への協力の申し出並びに自社製品の

評価研究への協力の相談があり、市、同社及び高知大学の連携のもと詳細な協議を開始した。 

協議において、共同研究の実施及び健康を通じたまちづくりの推進により須崎市の地方創

生を目指すこととし、平成 29 年 11 月、須崎市、高知大学、㈱日本トリムの三者により「『健

康』をキーワードとした地方創生に関する連携協定」を締結した。本協定においては、三者

の共同研究をスタートアッププロジェクトに位置付け、その他健康増進の啓発及びプログラ

ムの企画・実施や、健康を通じた産業の振興等の各種取組を「産」・「学」・「官」・「民」の連

携により行い、健康まちづくりを推進することで地方創生を目指すこととしている。 

 

 

３．取組内容と影響 

現在、スタートアッププロジェクトとして、高知大学・須崎市・㈱日本トリムによる共同

研究（臨床試験）が実施されている。実施にあたっては、高知大学が研究責任機関となり、

主に医学部医療学講座（予防医学・地域医療学分野（環境医学））で研究を実施することとし、

共同研究機関として須崎市及び㈱日本トリム、協力機関として須崎市に所在する 2 つの医療

機関が参画している。なお、須崎市においては研究参加者のリクルート及び連絡対応を担い、

㈱日本トリムにおいては試験機器の提供及び機器に関する情報提供を行っている。本研究で

は、須崎市在住のメタボリックシンドローム及びその予備群 200 名を対象に、㈱日本トリム

の販売している電解水素水整水器により生成される電解水素水を長期飲用することによる健
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康への影響を評価することとしている 2。 

スタートアッププロジェクトとして市民を対象とした臨床試験を実施することにより、メ

ディアにも取り上げられるなど 1,3、広報面で一定の成果があった。また、研究参加者のリク

ルートにおいて、健康面に問題がある市民を集められたことは、今後の健康増進施策を進め

ていくうえで有用であると考える。 

 その他、本事業においては、これまでに健康づくりの啓発の一環として、市民及び健康づ

くり推進員を対象に高知大学の教員による「健康づくり講演会」の開催や、市内の事業所に

㈱日本トリムの社員が訪問し、従業員を対象とした

健康づくりに関するランチョンセミナー等も行っ

ている。また、健康を通じた地方創生の推進に関連

し、「食と健康」について、市内関係者や専門家ら

の協議の場を設け、須崎市の特産品でもあるミョウ

ガに関して検討を行った結果、ミョウガの機能性に

関する研究が高知県事業の委託業務新規テーマに

採択されたほか 4、検討に参画していた企業が新た

に須崎市内にグループ会社を設立するなど、本事業

をきっかけとした産業振興や企業誘致といった波

及的効果も現れつつある。 
 

４．まとめ・今後の展望 

 須崎市の「産学官民連携による『健康』をキーワードとした地方創生事業」においては、

事業開始から約 1 年が経過し、すでに何らかの効果が見え始めているものもある。 

一方で、本事業はまだ緒に就いたばかりで、実際に行われている取組自体は十分なもので

あるとは言えない。臨床試験の実施により研究参加者の参画や行動変容を促すプログラムの

新たな実施が憚られていたこともその要因の一つであると考えられる。 

まもなく臨床試験が終了予定であり、今後より本格的に取組が進められることが予想され

る。須崎市においては、この研究をきっかけに研究参加者、つまりメタボリックシンドロー

ム及びその予備群に該当する市民の健康意識の向上及び健康増進を期待している。あわせて、

全ての市民に対し、健康増進に向けた活動をよりしやすい環境の整備や㈱日本トリムの製品

を利用しやすい環境の整備、厚生労働省の「健康のため水を飲もう」推進運動 5の普及活動等

も検討している。加えて、現在臨床試験のために集められている市民への今後のケアや他の

市民への効果のさらなる波及方法として、例えば産学官民連携により「松本ヘルス・ラボ」6

のような住民の健康増進と産業振興がうまくリンクするような仕組みなども検討したい。ま

た、市民の健康への効果については、一朝一夕で成果が現れるものではないため、引き続き

効果を検証していく必要がある。 
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